













This paper discusses how behavioral mistakes, focused by behavioral 
economics, alter normative economics that presumes rational individuals.   
Behavioral mistakes do not necessarily call for paternalistic policies. Insights 
of behavioral economics have more significant impact on paternalism than on 
libertarianism, which has already recognized the limit of individual’s rationality and 
admired liberty. Behavioral economics rather provides the theoretical foundations of the 
limited ability of government. Researchers have proved, only in few areas, the behavior 
of others as irrational. Policy is motivated not from the irrational behavior of 
individuals but from its impacts on the economy. The claim that the irrational behavior 
leads to undesirable outcome for the society is a joint hypothesis of the individual 
behavior and its effects on the economy. Traditional analytical tools in economics 
remain to play an important role in examining the latter hypothesis.   
The above qualifications do not imply the irrelevance of behavioral economics 
to policy making. The application of behavioral economics with noticing these 
qualifications may help to improve policies. The idea of “soft paternalism” elaborated by 
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での重要な特徴であり，Gul and Pesendorfer (2008） ，Camerer (2008)等の論争の背景に
ある。 
- 1 -   かりに行動経済学が示すように，個人が効用を最大化しない行動をとったとすれば，そ
のときの経済の状態をどのような基準で判断すればよいのだろうか。このような状況では，
顕示選好理論の考え方に沿って，意思決定者の選択に関するデータから何らかの選好を導






誤り （mistake） と呼び， そのもとでの政策をどのように考えていけばよいかを考察する3。 
 
図１  行動の誤りがある場合の厚生経済学 
選択 → 顕示され
た選好 →効 用→ 社 会 厚













方を提唱している。Bernheim and Rangel (2008)は，選択データの一部分を用いて，完備
ではない順序による厚生判断をおこなう方法を提唱している。これは，誤った選択をした
データは除去して，そこから顕示選好をもとめるという考え方になる。 
3 Gul and Pesendorfer (2007b, 2008)は，厚生経済学の研究成果は規範的議論によらずに，
事実解明的な分析に立脚しており，顕示された選好と厚生判断の基盤の乖離という問題と









したBernheim and Rangel (2006)は本稿と補完的な関係にある。 
















                                                  
4  中毒とも訳されるが，まったく違う意味の急性中毒と紛らわしいので，本稿では嗜癖の訳
語を用いる。 
- 3 - ２  喫煙規制と行動経済学 
 
2.1  依存症の生理学 


























                                                  
5  経済学の選択理論を応用して，このドーパミン投射の働きを公理的に理論づける試みが，
Caplin and Dean (2008)でなされている。 
6  さまざまな経路の説明としては，Hyman, Malenka and Nestler (2006)を参照。 
7  カフェインに依存性はあるが，DSM-IV TRでは， 「物質依存の診断は，カフェインを除く
すべての種類の物質に対して適用される。 」と，薬物依存症からは除外される。 
- 4 - 無視することができなくなってきていることを示したいためである8。 
 
2.2  習慣形成モデル 





  Pollak (1970)による習慣形成モデルの考え方を用いて，依存性薬物の消費を c とし，消






  2.1 節で説明された依存性薬物がもたらす特徴は，この簡単なモデルでは， 
  有害性（harmful）  () ( ) 0 ; 0 1 ; 1 u u <  
  離脱症状（withdrawal）  ( ) ( ) 1 ; 1 1 ; 0 u u <<  







                                                  
8  神経経済学は，脳の働きの理解のために経済学の概念を用いる接近方法と，経済行動の理
解のために神経科学の分析手法を用いる接近方法の２種類が存在する。最近の研究動向に
ついては，前者はGlimcher and Rustichini (2004)，後者はCamerer (2007), Loewenstein, 
Rick and Kohen (2008)を参照。 





- 5 -   以上の性質を喫煙行動に当てはめてみて，すでに喫煙している状態からの意思決定を考
える。喫煙を続けるときの効用は，各期で喫煙する効用の割引現在価値として，
() ( ) δ − 1 1 ; 1 u のようになる。ここで  δ は割引率である。喫煙をやめる場合の効用は，
() () ( ) δ δ − + 1 0 ; 0 1 ; 0 u u である。喫煙をやめることの純利得は











  このような選択が合理的行動としておこなわれる考え方は，Becker and Murphy (1988)
に代表される合理的嗜癖（rational addiction）モデルと呼ばれ，非常に単純化すれば以下
のように説明できる。最初に喫煙を始めるかどうかの意思決定を考えよう。ずっと喫煙を
しない場合の効用は， () ( ) δ − 1 0 ; 0 u となる。すでに見たように，喫煙をはじめるとやめら
れないので，そのときの効用は， ( ) ( ) ( ) δ δ − + 1 1 ; 1 1 ; 0 u u である。したがって，喫煙をはじ










                                                  
11  合理的嗜癖モデルの範囲内では，３つの種類の外部不経済が研究されてきた。第１は，








え方がある。Gruber and Kozsegi (2001) は，Laibson (1997) による準双曲割引
（quasi-hyperbolic discounting）12の議論を用いて，喫煙行動をモデル化した。本稿で説
明されているモデルでは，将来の効用を 1 ≤ β で評価すると定式化できる。準双曲割引をも
つ消費者は，依存性をもつ財を消費する際に，依存症がもたらす将来の健康被害を十分に
















とは難しいが，代表的な被害をまとめたChaloupka and Warner (2000)は，1994 年価格で
肺がんが１箱 19 セント，心疾患が１箱 70 セント程度と推計している。第３は，妊婦の喫
煙が胎児の健康に与える影響である。Evans, Ringel, and Stech (1999)では，早期の死亡や
健康状態の問題などによる損失が1994年価格で１箱42から72セントの範囲であると推計
されている。 
12 Kreps and Pollak (1968)，Laibson (1997)による定式化は，双曲割引と呼ばれることも
多いが， 厳密にはAinslie (1975)で与えられた双曲割引とは， τ 期先の割引因子が τ 1 となり，
定義が異なる。それと区別する意味で準双曲割引と呼ばれ，効用関数は，






τ δ β t t t u u W
- 7 - り，意思決定が時間整合的（time consistent）でない。あたかも各期で違った人格が意思
決定するかのようになるので，意思決定から個人の厚生を判断する際には，複数の個人か
らなる社会的厚生関数を構成するのと同様の手続きを踏む必要がある。 
  どのように社会的厚生関数を構成するかには， さまざまな考え方がある。 第１は， Laibson 
(1997)のように，毎期の意思決定効用をあたかも別個人と考え，その個人間比較を避け，パ
レート効率性のみを判断基準に用いることである。しかし，この方法では，判断ができな




と１期先の将来の選択では βδ  の割引率が用いられるが，１期先の将来とそれ以上の将来
との選択ではδ の割引率が用いられる。現在と１期先の意思決定については，現在の個人は
βδ  で将来を割り引くが，過去の「個人」は皆，δ  で割り引いている。そこで，次第に過去
に遡って社会的厚生関数を考えていくと，δ で割り引く「個人」が次第に多くなるので，割
引率は δ に近づくという議論が考えられる。 
  第３は，十分に昔の個人の効用を判断基準に用いるものである。この場合，その時点の
個人が将来の行動にコミットしたときの解を実現すると考えると，個人の効用とは別個の















- 8 -   準双曲割引でのコミットメント解として政策を考えることの妥当性に対しての深刻な批
判となるのが， 将来の費用を軽視する別の行動仮説である， Loewenstein, O’Donoghue and 





( 1 ; 0 u )
)
                                                 
( 0 ; 0 u
  投射の誤りと準双曲割引とでは，事前の計画にコミットすべきかどうかで，反対の含意










2.3  誘惑（temptation）と自己規律（self-control）選好 
  嗜癖を非合理的な行動として説明するのではなく，合理的行動の仮定を維持したまま説
明するモデルが，Gul and Pesendorfer (2007a)によって提示されている。薬物に健康障害
がありながらそれを使用してしまう行動を効用最大化で説明しようとする接近方法の理論
的基礎となるのは，個人の効用が選ばれた選択肢だけではなく，選択肢の集合にも依存す




















( 選択肢の集合 選択| u )
  {} () { } ( ) 吸わない，吸う 吸わない 吸わない，吸う 吸う | | u u >  
であるときに，効用を最大化しているものと解釈できる。そして，禁煙席を選択する行動
は，効用が 









済学の知見を説明できるかのように見えるが，Koszegi and Rabin (2008b)は，選択肢の集
合の選択を考えると，整合的な選好関係になっていないことを指摘している。誘惑に負け
てしまう例では， ｛吸わない，吸う｝のなかから選択をするときには， 
  {} () { } ( ) 吸わない，吸う 吸わない 吸わない，吸う 吸う | | u u >  





  { } () { } ( ) 吸う 吸う 吸わない 吸わない | | u u >  
となっていると仮定すると， この選択は， ｛吸わない｝ ， ｛吸う｝ のどちらかを選択する際に，





























経科学の研究によって明らかにされてきた（Hyman, 2007, Hyman, Malenka and Nestler, 
2006, Robinson and Berridge, 2003 等を参照） 。この機能は，意思決定をつかさどる部位と
は切り離されて，いわば神経回路が短絡することで誤作動が生じるものと考えることがで








                                                  
14  依存症を生理学的に引き起こされる病気ととらえる病気モデルに対しては，個人の責任
が軽視されるという批判が主として生命倫理学者から寄せられている。例えば，American 
Journal of Bioethics誌の 2007 年第１号では，Hymann (2007)をターゲット論文として，
11 本のコメント論文を収録した特集においてこの問題は多くの論文で議論されている。 
- 12 - ３．行動経済学が越えるべきハードル 
 









  これらの問題を順に議論していきたい。 
 


















                                                  
15 Libertarianismの訳語には自由至上主義があてられるが，本稿の文脈では古くからの自
由主義の範囲で考える方が適切であるので，あえて自由主義と訳している。 
- 13 - 用できる。 
  したがって，温情主義政策が行動経済学の知見を活用する際に直面するのはいかに他者
の非合理性を科学的・客観的に立証することができるのか，という課題である。これは，
Koszegi and Rabin (2008), Beshears et al. (2008)によって論じられている。Koszegi and 
Rabin (2008)は， 観察可能な変数に対する個人の確信 （belief） が間違えているかどうかで，
行動の誤りを識別できることを主張している。そのような例として，賭博者の誤謬
（gambler’s fallacy）が挙げられている。コインを投げて表か裏で賭けようとする場合に，
表が続けて出るとつぎが表になる確率は 1/2 だが， 多くの人がつぎは裏に出る方に賭けよう

















うことができる。 例えば， 租税政策については， すでに Kanbur, Pittila and Tuomala (2006)
の展望論文が存在する。 
  行動から顕示された選好と厚生判断の基準となる効用が違うことを客観的・科学的に立
                                                  
16 Gul and Pesendorfer (2008)は以下のような例をあげている。赤い箱と青い箱のどちらに
100 ドルの報酬が入っており，赤い箱に入っている確率が 60％であることが被験者に知ら
れているとする。観察者が青い箱に報酬が入っているのを知っているとすると，被験者は
100 ドルの報酬を得るよりも赤い箱を選ぶことを選好すると考えることになる。 しかし， こ
の推論は適当ではない。個人は 100 ドルの報酬を得ることの選択肢がないという制約条件
のもとで最大化行動をとっている。 
- 14 - 証しようとする試みには，それが論争の余地なく意見の一致を見ない限り，アドホックに
両者が違うとする議論と本質的に同じではないかという批判に直面する17。 
 
3.3  政策を処方できるのか？ 

















3.4  個人の非合理的な選択が社会（およびその個人）に与える影響は明確か？ 
                                                  
17  神経科学が発展していくと，将来には，脳の活動と行動の関係についての知見が効用の






























- 15 -   個人の非合理的な選択が社会に与える影響は不明確であり，社会は良くなる可能性も悪
くもなる可能性がある。また，介入の影響も複雑であり，単純に行動の誤りをなくすこと




















                                                  












19  この議論は，Lipsey and Lancaster (1956)による次善の理論と類似している。次善の理
論は，複数の市場に資源配分の歪みが存在するときに，ある市場での歪みをなくすことが
厚生改善につながらない場合があることに注意を促している。 
- 16 - いてポルトガルはコロンブスを支援しなかったが，結果は，ポルトガルよりも多く間違え
て，コロンブスに出資した者の方が成功をおさめたのである。 
 


























  まず，Camerer et al. (2003), Loewenstein, Brennan and Volpp (2007)は，非対称温情主
義（ asymmetric paternalism） を提唱している。 これは， 合理的な個人への影響は小さく，
非合理的な個人の厚生を改善する政策を目指そうとするものである。異質な個人が存在す
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